
大分市営農組織経営力強化支援事業費補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、営農組織が経営規模を拡大し、経営力の強化を図るために必要

な農業用機械等の導入を支援するために交付する大分市営農組織経営力強化支援

事業費補助金（以下「補助金」という。）に関し、大分市補助金等交付規則（昭和４

９年大分市規則第５６号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項

を定めるものとする。 

 （補助対象者等） 

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）、補助金の交付

の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）及び補助金の交付の対象となる

経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表のとおりとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、補助対象者としない。 

⑴ 市税を滞納している者 

⑵ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は同条第２号に

規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団関係者」

という。） 

 （補助金の額） 

第３条 補助金の額は、補助対象経費に３分の１を乗じて得た額（その額に１００

円未満の端数がある場合は、これを切り捨てた額）とする。 



２ 補助金は、予算の範囲内で交付する。 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付の申請をしようとする者（以下「申請者」という。）は、大分市

営農組織経営力強化支援事業費補助金交付申請書（様式第１号）に関係書類を添え

て、市長に提出しなければならない。 

２ 申請者は、当該補助金に係る消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）

に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税等に相当する額のうち、消費

税法（昭和６３年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除で

きる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地

方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た額をいう。以下「消

費税等仕入控除税額」という。）がある場合は、これを減額して申請しなければなら

ない。ただし、申請時において当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかで

ない場合は、この限りでない。 

（交付の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当で

あると認めたときは、補助金の交付を決定し、大分市営農組織経営力強化支援事業

費補助金交付決定通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。こ

の場合において、市長は、必要な条件を付すことができる。 

（概算による交付） 

第６条 市長は、補助金の交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）の円



滑な遂行を確保するため、補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助事業者」と

いう。）からの求めにより、補助事業の完了前に補助金の全部又は一部を概算で交付

することができる。 

２ 前項の規定により概算による交付を受けようとする者は、大分市営農組織経営力

強化支援事業費補助金概算交付申請書（様式第３号）を市長に提出しなければなら

ない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当である

と認めたときは、補助金の概算による交付を決定し、大分市営農組織経営力強化支

援事業費補助金概算交付通知書（様式第４号）により、補助事業者に通知するもの

とする。 

（変更等の申請等） 

第７条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、大分市営農組織経営

力強化支援事業変更等承認申請書（様式第５号）に関係書類を添えて市長に提出し

なければならない。 

⑴ 補助事業に要する予算の変更（補助対象経費の２０パーセント以内の増減を除

く。）をしようとするとき。 

⑵ 補助事業の内容の変更（市長が定める軽微な変更を除く。）をしようとすると

き。 

⑶ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当である



と認めたときは、その変更等を承認し、大分市営農組織経営力強化支援事業変更等

承認通知書（様式第６号）により、補助事業者に通知するものとする。この場合に

おいて、市長は、必要な条件を付すことができる。 

（着手届） 

第８条 補助事業者は、補助事業に着手したときは、大分市営農組織経営力強化支援

事業着手届（様式第７号）に関係書類を添えて、遅滞なく市長に提出しなければな

らない。 

（実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、補助金の交付の決定を受けた日

の属する年度の末日までに大分市営農組織経営力強化支援事業費補助金実績報告

書（様式第８号）に関係書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 第４条第２項ただし書の規定により交付の申請をした補助事業者は、前項の規定

による報告をするに当たり、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにな

ったときは、これを補助金の額から減額して報告しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１０条 市長は、前条の規定による報告あったときは、その内容を審査し、適当で

あると認めたときは、補助金の額を確定し、大分市営農組織経営力強化支援事業費

補助金額確定通知書（様式第９号）により補助事業者に通知するものとする。 

（請求） 

第１１条 補助事業者は、補助金の交付を請求しようとするときは、大分市営農組織



経営力強化支援事業費補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければ

ならない。 

（交付決定の取消し等） 

第１２条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。この場合において、当該取消し

の部分について、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を求

めるものとする。 

⑴ 補助金を他の用途に使用したとき。 

⑵ 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

⑶ 法令、規則又はこの要綱及び市長の指示に違反したとき。 

⑷ 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

２ 第４条第２項ただし書の規定による補助金の交付の申請をした補助事業者は、第

１０条の規定による補助金の額の確定通知を受けた後に消費税等の申告により当

該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定したときは、その金額（第９条第２項

の規定により減額の報告をした場合は、その減じた額を上回る部分の額）を大分市

営農組織経営力強化支援事業費補助金に係る消費税等仕入控除税額確定報告書（様

式第１１号）により速やかに市長に報告するとともに、当該金額を返還しなければ

ならない。 

 （その他） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、市長が



別に定める。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月２７日から施行する。 

 



別表（第２条関係） 

補助対象事業 補助対象者 補助対象経費 備考 

集落営農組織

経営力強化事

業 

 

次に掲げる要件の全てを満たす集

落営農組織（法人格を有するものを除

く。） 
⑴ ３戸以上の販売農家を構成員

としていること。 

⑵ 経営規模を１０ヘクタール（中

山間地域にあっては、８ヘクター

ル）以上とする計画を有している

こと。 
⑶ 代表者の定めのある規約を有

していること。 
⑷ 会計を一元化していること。 
⑸ 人・農地プラン（人・農地問題

解決加速化支援事業実施要綱（平

成２４年２月８日付け２３経営

第２９５５号農林水産事務次官

依命通知）第２の１の（６）の規

定により開催する人・農地プラン

検討会で検討した上で本市が決

定したプランをいう。以下同じ。）

の中心経営体に位置付けられて

いること。 

補助対象者が経

営規模を拡大し、経

営力の強化を図る

ために必要な農業

用機械等を導入す

るために必要な経

費 

農業用

機 械 等

は、耐用

年数が５

年 以 上

（中古の

農業用機

械等にあ

っては、

２ 年 以

上）のも

のである

こと。ま

た、農業

経営以外

の用途に

容易に供

されるよ

うな汎用

性の高い

ものでな

いこと。 

法人経営力強

化事業 
次に掲げる要件の全てを満たす営

農組織（法人格を有するものに限る。） 
⑴ 米、麦及び大豆を主要作物とし

ていること。 
⑵ 経営規模を１５ヘクタール（中

山間地域にあっては、１２ヘクタ

ール）以上とする計画を有してい

ること。ただし、現に当該要件を

満たしている場合にあっては、現

状より５ヘクタール以上拡大す

る計画を有していること。 
⑶ 人・農地プランの中心経営体に

位置付けられていること。 


